
ベトナム六法の発刊にあたって 
 
このたび，JICA ベトナム法整備支援プロジェクト編集によるベトナム六法を発刊する運びとなった。当

職の現地専門家としての任期満了前に完成を見ることができ，安心するとともに，素直にうれしく思う。 

ベトナムに対する法整備支援は，民法支援を皮切りに 1990 年代初頭から始まり，その後正式に JICA に

よる法整備支援プロジェクトの枠組みとして実施されるに至り，日本の法務省法務総合研究所国際協力部

（ICD）との協力の下で，現在では，司法省，最高人民裁判所，最高人民検察院，ベトナム弁護士連合会

をカウンターパートとして，法令起草支援，実務改善，人材育成を 3 本柱として多岐にわたる活動を実施

している。法務省に加え，日本の最高裁判所，日本弁護士連合会の協力を得て，ベトナム現地では，検察

官，弁護士，裁判官という法曹三者の経験がある者を常勤の専門家として派遣して日常的な支援を行いつ

つ，日本国内からは，著名な学者の先生方や経験豊富な実務家を委員とする各種委員会が設置され，現地

の活動を支えている。 

当プロジェクトは，自国の法制度をそのまま移植するというような押し付けの支援ではなく，相手国の

土壌に適した選択肢を提示するという基本方針の下，ベトナム法を理解した上でベトナムの問題意識に即

して日本の経験や法制度を伝えることを主眼として活動を行っている。ベトナム法の日本語訳は，我々長

期専門家の活動にとって欠かせないものであり，当プロジェクトの活動に関連して，憲法，民法，刑法，

各訴訟法，各組織法といった国の基本法について多くの法令が翻訳されている。そのような中で，日本の

六法のような使い勝手の良いものがあればと思い，個人的に，翻訳した法令を 1 つのファイルにとじ始め

たのがベトナム六法作成のきっかけである。 

より多くの重要法令を盛り込み情報価値を高めて，広く公表して多くの人に利用してもらうという企画

の趣旨に多くの関係者・関係機関に賛同いただくことができた。ICD提供による翻訳法令 1を始め，当プロ

ジェクトの通訳人・翻訳人として長年我々の活動を支えて頂いている大貫錦氏及びブイ ティ ホン ミン氏，

外部の機関として日本貿易振興機構（JETRO）ハノイ事務所，公正取引委員会から，それぞれ重要な基本

法令の翻訳情報 2を提供していただいた。これにより，ベトナムにおける重要な基本法令については概ね掲

載することが可能となった。とりわけ，JETROハノイ事務所には，翻訳法令の提供のみならず，ホームペ

ージでの公表を快諾していただいた。改めて感謝申し上げる次第である。 

ところで，別紙翻訳者一覧のとおり，ベトナム六法掲載の法令には，現地専門家自ら翻訳したものが多

く含まれている。ここに名前はないが，中島朋宏元長期専門家（現・仙台高等裁判所判事）の法令翻訳の

先駆者としての功績を挙げないわけにはいかない。旧法令や重要法令の草案の翻訳，日越法律用語対訳集

などは，我々後任専門家にとって翻訳業務の必須資料であったのみならずベトナム法の理解のための貴重

な資料となった。また，一斉置換マクロを作成し，翻訳作業の効率や質の向上に貢献してくれた寺本二憲

                                                   
1 ICD 提供に係る和訳法令は外部の専門家による協力を得て作成したものが含まれる。ICD の ICD NEWS において解

説等と併せて掲載されているものもあるのでそちらも参照されたい。 
民事訴訟法：ICD NEWS 第 21 号 126 頁以下（2005 年 5 月） 
刑事訴訟法：同 23 号 42 頁以下（2005 年 9 月） 
刑法：同号 117 頁以下（同） 
民事判決執行法：同 42 号 106 頁以下（2010 年 3 月） 

2 各法令翻訳の右上部に提供元の機関，個人の名称を記載している。JETRO からは，商法，労働法，労働組合法，消費

者権利保護法，知的財産法を，公正取引委員会からは，競争法を，それぞれ提供頂いた。 



業務調整員にもお礼申し挙げたい。 

なお，各法令翻訳が異なる書式で作成されていたことから，当職において一応の書式整理はしたものの，

全体として統一感に欠け，見栄えが良くない点についてはどうかご容赦いただきたい。また，ベトナム六

法の編集は当職個人の手作業によるため，内容面の正確性の担保ができないことは言うまでもなく，改正

法のフォローも完全とはいえないことを留意された上で，ご利用いただきたい。 

2013 年は日本ベトナム外交関係樹立 40 周年（日本ベトナム友好年）である。これを機に，一層，日本

国民のベトナムへの関心が強まると同時に，日本企業のベトナム進出への機運も高まることが予想される。

これに併せて日本の法律事務所によるベトナムビジネスへのリーガルサービスの需要も高まってくるであ

ろう。そのような文脈において，このベトナム六法はベトナム法に関心のある法律関係者やベトナムに進

出している企業・進出を考えている企業にとって法務面での重要な基礎資料として活用いただけるものと

期待している。また，その国の歴史・文化・価値観等を反映する法律を理解することはベトナムという国

を理解することにもなる。その意味で，ベトナム六法が，ベトナムを理解する一つのきっかけとなり，日

越関係発展に少しでも寄与することになれば，編集者としてまたとない幸せである。 

 

平成 25 年 3 月 29 日 

JICA 法整備支援プロジェクト 

長期専門家（前さいたま地方裁判所判事補） 

 多々良 周作 

 

 

  本法令日本語訳集は，JICA 技術協力専門家が業務上作成した成果物を，日本の企業・個人の皆様

がベトナムの法令を理解するための参考資料として公開するものです。法律上の問題に関しては法令

のベトナム語原文を参照してください。JICA は，本法令日本語訳集の内容の正確性について保証せ

ず，利用者が本法令日本語訳を利用したことから生じる損害に関し，いかなる責任も負いかねます。

 



≪翻訳者・文責者一覧≫ 
JICA 法整備支援プロジェクト関係者・協力者によるもの（敬称略・五十音順・肩書きは 2013 年 3 月 29 日

現在） 

 
 伊藤 文規（元現地専門家・チーフアドバイザー，東京地方検察庁検事） 

 国家賠償責任法 

 大貫  錦（日越通訳者・翻訳者） 
 民法 

 破産法（2004 年法） 

 小幡 葉子（元現地専門家，弁護士：TMI 総合法律事務所） 
 担保取引登録に関する 83 号政府議定 

 木本 真理子（現地専門家・弁護士：アンダーソン・毛利・友常法律事務所） 
 弁護士法（改正反映版） 

 多々良 周作（現地専門家，前さいたま地方裁判所判事補） 
 人民裁判所組織法 

 人民裁判所の裁判官及び参審員令（旧法及び改正法） 

 行政訴訟法及び行政訴訟法施行に関する国会決議（行政訴訟法はミン氏翻訳の修正補充） 

 行政訴訟法の施行に関する 1 号及び 2 号最高人民裁判所裁判官評議会決議 

 改正民事訴訟法 

 グラスルーツ和解に関する法令及び 160 号政府議定 

 改正刑法 

 ブイ ティ ホン ミン（日越通訳者・翻訳者：有限会社ミサカ） 
 人民検察院組織法 

 ベトナム弁護士連合会定款 

 行政訴訟法 

 土地法の施行に関する 181 号政府議定（2011 年改正前） 

 住宅法（改正反映版） 

 住宅法の施行に関する 71 号政府議定 

 婚姻家族法（2000 年法） 

 西岡 剛（現地専門家・チーフアドバイザー・検事） 
 ベトナム社会主義共和国 1992 年憲法 

 人民検察院の検察官令（改正反映版） 

 担保取引に関する 163 号及び 11 号政府議定 

 補充捜査のための記録返却に関する 1 号合同通達 

 捜査段階における弁護人の権利保障に関する 70 号公安省通達 

 西村 修（元現地専門家，東京地方裁判所判事） 
 不服申立告訴告発法（旧法） 

 国家賠償責任法（伊藤氏翻訳の修正補充） 

 



≪2013 年 4 月 1 日以降の翻訳にかかる翻訳者・文責者一覧≫ 
JICA 法整備支援プロジェクト関係者・協力者によるもの（敬称略・五十音順・肩書きはそれぞれ翻訳時点

のもの） 

 
 Eastern Duo Co., Ltd（日越翻訳者） 

 弁護士法の施行に関する 123 号政府議定 

 大貫  錦（日越通訳者・翻訳者） 
 婚姻家族法（2014 年法） 

 木本 真理子（元現地専門家・弁護士：アンダーソン・毛利・友常法律事務所） 
 ベトナム社会主義共和国 2013 年憲法（共同翻訳） 

 弁護士法の施行に関する 123 号政府議定（Eastern Duo 社翻訳の修正補充） 

 古庄 順（現地専門家，前大阪地方裁判所判事補） 
 ベトナム社会主義共和国 2013 年憲法（共同翻訳） 

 法規範文書発行法 

 国家賠償責任法の施行に関する 16 号政府議定 

 国家賠償に関する司法局の任務等を案内する 18 号合同通達 

 国家賠償責任の履行経費に関する 71 号合同通達 

 行政管理活動における国家賠償責任の履行を案内する 19 号合同通達 

 行政管理活動における賠償業務に関する国家管理を案内する 3 号通達 

 民事判決執行活動における国家賠償業責任の履行を案内する 24 号合同通達 

 民事判決執行活動における賠償業務に関する国家管理を案内する 4 号合同通達 

 公務執行者の償還責任の履行を案内する 4 号合同通達 

 行政管理及び民事判決執行活動における国家賠償に関する不服申立て等を案内する 6 号合同通

達 

 民事判決執行法の施行に関する 58 号政府議定（2013 年改正後） 

 破産法（2014 年法） 

 ブイ ティ ホン ミン（日越通訳者・翻訳者：有限会社ミサカ） 
 土地法（2013 年法） 

 入札法（2013 年法） 

 松本 剛（現地専門家・チーフアドバイザー・検事） 
 ベトナム社会主義共和国 2013 年憲法（共同翻訳） 

 山下 博之（競争法改正・施行能力強化支援プロジェクト現地専門家・チーフアドバ

イザー） 
 競争法の施行に関する 71 号政府議定（2013 年法） 
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